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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は，大学によるサービスラーニングが地域社会に与える影響とその要因を明
らかにする事である．山形大学で実施されているサービスラーニングを取り上げ，受け入れる地域住民を対象に調査を
実施した．
　調査の結果，地域住民の「地域に対する愛着」は「サービスラーニング受け入れの意識」に対して有意な正の影響を
与えている事が明らかとなり，受け入れ方の重要な仕組みとして，既存の地域活動とサービスラーニングを融合する事
や学生に対する地域住民による教育的意識の重要性が明らかとなった．

研究成果の概要（英文）：　Recent years, the service learning has been focused on as one of the active 
learning in higher education. This Research has two objectives. The first one is to clarify the 
contributing factor people in depopulated area accept the service learning program. The second one is to 
clarify the feature of accepting service learning. Both quantitative and qualitative survey were 
conducted toward regional people in charge of accepting service learning in the Mogami area, Yamagata 
prefecture.
　As the result, correlation between the emotion of place attachment and the attitude of acceptance for 
service learning were clarified and in addition, the effect of accepting service learning and the two 
significant features: “the importance of mediating existing regional activity” and “the educational 
support from regional people to students” were indicated.

研究分野：教育工学

キーワード： サービスラーニング　受け入れ地域への影響　高等教育　過疎地域　地域愛着　重回帰分析　M-GTA
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１．研究開始当初の背景 
近年，大学全入化やグローバル化など大学

を取り巻く環境は大きく変わると共に，大学

に求められるものも変化してきた．具体的に

は，「社会人基礎力」や「学士力」などの形

で学生に身につけさせたい力が明示化され，

大学は「社会で通用する力を備えた人材の育

成」をより一層強く求められるようになった．  

 こうした背景の中，新しい取り組みとして

注目されているのが，サービスラーニングで

ある．サービスラーニングとは，社会問題や

社会のニーズに対応した貢献活動を通して

学生の学びや成長を促すための構造化され

た教育的取り組みであり,近年では正課科目

として全学的な取り組みをする大学が増加

している（たとえば，桜井・津止 2009）． 

 しかしながら，サービスラーニングの実施

には２つの課題がある．１つ目は，サービス

ラーニングの研究においては省察に着目し

た学生の成長に関する検証など，ラーニング

に焦点を当てた研究は数多くされてきてい

るものの，サービスラーニングがサービスを

受ける地域社会側にとってどのような影響

をもたらしているのかが十分に明示されて

いない点である．学生を受け入れる地域社会

側にとって，学生の学びそのものは活動の目

的ではなく，各組織において独自の活動目的

が設定されている．また，恒常的に人手や専

門的な知識・技術を必要としている組織だっ

たとしても，内部事情の分からない学生を受

け入れることは組織にとって負担となるこ

とが多い．そのため，学生の学びを第一の目

的としない受け入れ側の組織と連携してサ

ービスラーニングをより一層普及させるに

は，サービスラーニングが受け入れ先にとっ

てどのような意味があるのかを，明示する必

要があると言える．２つ目は，これまでの先

行研究や実践報告では大学生と地域社会の

人々によって構成されるサービスラーニン

グの「協働活動の仕組み」が十分に明らかに

されていない点である．これまで，大学と地

域が連携したサービスラーニングを全学的

に展開するための運営方法やカリキュラム

編成について明らかにされてきたものの，大

学生と地域社会の人々が具体的にどのよう

にして協働活動を展開していくのかは，十分

に示されてこなかった．新しくサービスラー

ニングに取り組む大学にとって，活動をどの

ように展開していくのを明らかにすること

は，重要な意味をもつ．サービスラーニング

の事例に着目し，協働活動の仕組みを明らか

にする必要があると言える． 

  
２．研究の目的 
 本研究の目的は，大学生によるサービスラ

ーニングが地域社会に与える影響とその要

因，「協働活動の仕組み」を明らかにするこ

とである．具体的には，山形大学が最上地域

で実施しているサービスラーニングの事例

を取り上げた．過疎地域に指定されている最

上地域では，森林の修繕活動等のサービスラ

ーニングをこれまで2005年度から2014年現

在まで継続して 9年間受け入れており，2231

名の学生が受講してきた． 

 
３．研究の方法 
研究のプロセス 

本研究では，予備調査，本調査①，本調査

②を実施した．予備調査では，リサーチクエ

スチョン（以下，RQ）「最上地域において，

地域住民が FWを受け入れる要因は何か」を

設定し，定性的調査を行った．RQ１を明ら

かにする事により，「大学生が過疎地域（最

上地域）に赴き住民と共に活動に取り組む」

という特殊な文脈において，住民が FWを受

け入れる要因を焦点化した．具体的には，平

成 25 年度に実施したプログラムのうち，３

つのプログラムを対象に半構造化インタビ

ューを実施し，FWの受け入れ要因と考えら

れる事項として「地域への想い」「労働力と

しての期待」「経済的利益」を明らかにした． 



 本調査①では予備調査の結果を踏まえ，仮

説を「住民による FW受け入れに対する姿勢

は，住民の『地域への想い』『労働力として

の期待』『経済的利益』と関連がある」に設

定した．全 25 プログラムの地域側受け入れ

担当者（135名）を対象に質問紙調査を行い，

上記項目とFW受け入れの関連性について分

析した． 
本調査①で用いた尺度 

事前調査で明らかになった地域に対する

想いを捉える指標として，地域愛着尺度（鈴

木・藤井 2008）を用いた．「地域愛着（Place 

Attachment）」とは，人と場所との感情的な

つながりを意味しており（HIDALGO & 

HERNENDEZ 2001），これまで環境心理

学や社会心理学など様々な分野において地

域研究の指標として用いられてきた（園田 

2002）．地域愛着と類似する概念として地域

や社会に対する信頼関係と住民活動・参加を

一種の社会資本として捉えるソーシャルキ

ャピタルの概念（谷口ら 2008）が挙げられ

るが，市民・政治活動への参加（PUTNUM 

2000）や信頼や団結，協調などの意識（川崎・

梶 2007）を計測する目的など広義な使われ

方をされているため，より地域との関係につ

いて狭義に定義付けされている地域愛着尺

度を用いた． 

労働力としての期待に関しては，地域住民

が日々取り組む農作業等にとって FW で訪れ

る学生が重要な労働力であるかを問う項目

を設けた．具体的には，「FW を受け入れる事

によって，自分が普段行っている作業がはか

どる（例えば，農作業や林道修繕等）」と「FW

で受け入れる学生は，地域にとって重要な労

働力である（例えば，農作業や林道修繕等）」

という項目を設けた．また，《経済的利益》

についてはFWを受け入れる事が経済的効果

に繋がっているか否かを問う項目を設けた．

具体的には，「FWを受け入れる事は，自分の

金銭的利益に繋がる」という個人の経済的利

益に関する質問と，「FWを受け入れる事は，

地域の経済的効果に繋がる」という地域への

経済的効果に関する質問を設けそれぞれ経

済的利益（個人），経済的利益（地域）とし

た．これらは全て５件法で回答を求めた． 

FWの受け入れに対する意識に関する質問

項目では，学生との活動に対する意識や受け

入れそのものに対する意識を尋ねた．具体的

には FW への関わりの度合い（１問），受け

入れに対する意識（２問），学生とのコミュ

ニケ―ションに対する意識（２問）・協同に

対する意識（２問），学生の再訪問に対する

意識（２問）の計９つの質問項目を設けた．  

本調査②における半構造化インタビュー 

予備調査で対象とした担当者以外の９名

を対象に，半構造化インタビューを 20 分～

30分実施した．インタビューでは，本調査①

の結果有意な正の影響を確認する事ができ

た変数について，その要因を尋ねた．分析の

方法は，予備調査と同様に修正版グラウンデ

ッド・セオリー・アプローチを採用した． 

  
４．研究成果 

本調査①の結果 

地域愛着（選好，感情，持続願望），労働

力としての期待（個人，地域）経済的利益（個

人，地域），を独立変数，FW受け入れ意識を

従属変数とし，重回帰分析を実施した．複数

の小項目を合成した変数の内部一貫性を確

認するために信頼度調査を実施し，選好（α

=.903），感情（α=.923），持続願望（α=.798），

FW受け入れ意識（α=.915）のα係数が十分

である事を確認した． 

 表 1は重回帰分析の結果を表したものであ

る．分析の結果，地域愛着（選好），地域愛

着（感情）に関しては FW 受け入れ意識に対

する有意な影響を確認する事ができず，地域

愛着（持続願望）は FW 受け入れ意識に有意

な正の影響を与えている事が確認できた．つ

まり，最上地域において地域住民が学生を受



表１ 重回帰分析の結果 
従属変数＝ＦＷ受け入れ意識 
独立変数 標準偏回帰係数 
地域愛着（選好） .201 
地域愛着（感情） .065 
地域愛着（持続願望） .317 ** 
労働力としての期待（個人） .047 
労働力としての期待（地域） .187  
経済的利益（個人） - .061 
経済的利益（地域） .133 
注）** p< .01       R²値(決定係数)=.395  

け入れる要因は，住民の単なる地域に対する

個人的嗜好や慣れ親しんだ感情ではなく，地

域に対する持続願望と繋がっており，今後も

地域に存続していって欲しいと思う住民ほ

ど，FW 受け入れに対する姿勢を強く持ってい

る事が明らかとなった． 

労働力としての期待に関しては，労働力と

しての期待（個人），労働力としての期待（地

域）共にFW受け入れ意識に対する有意な影響

を確認する事ができなかった．これは，地域

住民は学生を自分の身の周りの作業を手伝

う個人的な労働力としても，地域にとっての

労働力としても期待していない事を意味し

ていると考えられる． 

 経済的利益に関しては，経済的利益（個人），

経済的利益（地域）共に FW 受け入れ意識に

対する有意な影響を確認する事ができなか

った．年間約 300 人の学生たちが地域を訪れ

る事で宿泊施設の利用や地域活動の道具を

購入する必要があるため，継続的に受け入れ

る事が経済的利益に繋がる可能性がある．し

かしながら，実際に FW を受け入れている住

民たちは商店の閉鎖や働き口の減少によっ

て地域経済が停滞しがちな状況の中でも，個

人や地域の経済的利益と結びつけず，学生た

ちを受け入れている事が明らかとなった． 

このように，住民の地域愛着（持続願望）の

FW 受け入れ意識に対する影響は，FW を受け

入れる事によって，住民が持つ地域を持続さ

せていきたいという気持ちを満たしている

可能性を示しており，それが地域側の受け入

れの要因になっていると考えられる． 

本調査②の結果 

 本調査②では，RQ２「地域愛着（持続願望）

を感じている地域住民が FW を受け入れる要

因は何か」と RQ３「FW の受け入れ方の特徴

は何か」である．具体的な質問項目として，

「学生を受け入れる事と，地域に対する愛着

（持続願望）には，どのような関係があるの

か」と「FW を受け入れる際に気を付けている

事は何か」という質問項目を設けた．インタ

ビュー中は予備調査と同様に必要に応じて

具体的な情報を得るための質問項目を適宜

追加した．６つのプログラム担当者９名にイ

ンタビューを行った結果，最終カテゴリーと

して《住民の課題意識》《交流人口の増加》《受

け入れ方の特徴》が明らかになった．図１は

カテゴリーの関係を図示したものである．  

住民にとって自分たちの住む地域が今後も

持続していって欲しいという願望は，FWの受

け入れにより《住民の課題意識》の一部が一

時的に解消される事でかなえられている事 

が明らかになった．地域に対する《住民の 

課題意識》は，住民が地域の抱える課題とし

て認識している５つのサブカテゴリー＜人

口減少・少子高齢化＞＜一次産業の衰退＞＜

地域行事の衰退＞＜住民間交流の衰退＞＜

地域保全活動等の衰退＞で構成されている．

９名中７名がこれら５つのサブカテゴリー 

全てを地域課題であると認識していた． 

また，FW を受け入れる事で地域において《交

流人口の増加》が生まれている事が明らかに

図１ 生成されたカテゴリー 



なった．《交流人口の増加》とは，「地域 

の外にいる人たちが来てくれる（J氏）」事を

意味している．また，《交流人口の増加》は，

＜人口減少・少子高齢化＞と＜一次産業の衰

退＞，＜地域保全活動等の衰退＞には影響が

ないものの，＜地域行事の一時的復活＞と＜

一時的な繋がりの生成＞を生み出している

事が明らかになった． FW 受け入れの特徴と

して，＜既存の地域活動との融合＞が明らか

になった．また，９名中８名からは，＜学生

に対する教育的意識＞を確認した． 

考察 

山形大学の事例から，過疎地域において FW

を受け入れる事は，地域に対する《住民の課

題意識》が《交流人口の増加》によって一時

的に解消され，結果として住民がもつ地域に

対する持続願望を満たしている事が明らか

となった．特徴的な事は，FW を受け入れる事

によって地域の課題全てが改善されるわけ

ではない事を地域住民が現実的に受け止め

ている事である．住民たちは，決して楽観的

に地域の現状を捉えている訳ではなく，むし

ろ今後より一層過疎化は進行していくとい

う現実を認識した上で，例え一時的だったと

しても，かつて地域に存在した行事や農村社

会特有の住民同士の繋がりが復活する事に

意義を感じている事が，持続願望として現れ

たのだと考えられる．これは，地域愛着尺度

における「持続願望」が地域に対する認知

的・情緒的な心的関与のみならず，地域のあ

り方そのものに対して描く「願い」も含んだ

概念である事（萩原・藤井 2005）とも合致

する．つまり，住民は一時的に復活する行事

や交流を地域に対する「願い」と重ね合わせ

ながら，今後も地域が存続していく事を期待

していると考えられる． 

この，一時的に復活する行事や交流の意義

は，地域研究においてかつてから指摘されて

きた，「祭り」（松平 1980）や「寄り合い」

（小田切 2009）の重要性と合致すると考え

られる．従来，年に数度しか開催されない祭

日は，一年の苦労を一挙に吹き飛ばす民衆エ

ネルギーの爆発の場として重視され，その日

ばかりは無礼講のなかで民衆は一団結し，一

緒になって地域を練り歩いた（松平 1980）．

一年に４度だけ訪れる FW 受け入れによって

復活するかつて存在した地域の行事は，地域

に必要なお祭りと同様の働きをしている可

能性がある．また，過疎地域において，地域

住民同士の交流（寄合回数）は，集落活動の

活発さと関連しており，住民間同士の交流が

少ない地域は集落の機能も停滞する傾向に

ある（小田切 2009）．FW の受け入れがきっ

かけで住民間の交流が生まれる事は，かつて

集落活動を成り立たせてきた寄合と同様の

機能をもたらしていると考えられる．  

１年半の研究のまとめ 

1 年半の調査の結果，最上地域で展開され

ているサービスラーニングは，地域住民の地

域に対する愛着（持続願望）を補完する役割

に繋がっている事が明らかになった．本報告

書で取り上げた論文では扱いきれなかった

ものの，調査で収集したデータ全体から推測

できる活動システムは，下記のようになる． 

＜主体＞を学生・地域住民とし，＜目的＞

を「地域愛着の補完につながる」とした際に，

この SL の活動システムにおいて＜媒介物＞

として最も重要な事は，地域住民が既に取り

組んでいる地域活動である．地域住民自身が

活動に意味を見出しているものに学生を取

図３ 活動システム 



り入れる形を取らなければ，活動自体が住

民にとって受け身なものになってしまう可

能性がある．自分たちにとって意味のある地

域活動に学生を受け入れる事で受け入れ自

体に対しても意味が生じてくると考えられ

る．  

 また，その際に重要な事は地域住民自身が

プログラムを作成し，実行する事である．こ

れは言い換えるならば，地域住民にこの活動

の権限を大学がある程度委譲することを意

味している．もちろん，単位を付与するのは

大学である．しかしながら，大学と地域が主

従関係になってしまうと，地域住民からの能

動的な活動への参加姿勢が生まれなくなる

こともある．大学側は，活動を支える＜コミ

ュニティー＞の一員として活動をモニタリ

ングしつつ，地域住民が能動的にある程度自

由に活動プログラムを編成できるような＜

分業体制＞が必要になると考えられる． 

 また，プログラム関係者へのインタビュー

の結果から，学生のプログラムに対する意欲

や，学生数が活動システムをうまく動かすた

めの暗黙のルールとして存在していた．学生

が意欲的にプログラムに参加していなけれ

ば，地域住民が学生を受け入れることに意義

を感じることはできず，参加する人数が少な

い場合も，受け入れる意義を感じることが難 

しい．大学と地域の間で名言化されてはいな

いものの，応募希望者を増やして倍率を高く

し，なるべく意欲のある学生を参加させるこ

とや，各プログラムに十分な人数の学生が参

加できるようにすることが，暗黙のルールと

して確認することができた． 
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